
へき地保健医療対策等について

Ⅰ これまでの経緯と今後の対策のあり方

１ 経 緯

へき地・離島における医療の確保については、昭和３１年度からへき地保健医療

計画を策定し各種の施策を講じてきており、平成１３年度から開始した第９次へき

地保健医療計画においては、へき地医療支援機構の設置、へき地医療拠点病院の設

置等を実施し、その充実に努めてきた。

その成果については、昭和４１年に２，９２０か所（人口１１９万人）存在した

、 （ ） 、無医地区が 平成１６年には７８６か所 人口１６万人 にまで減少してきており

交通状況の改善の寄与もあるものの、９次にわたるへき地保健医療計画の成果はあ

ったものと考えられる。

平成１８年度からは第１０次へき地保健医療計画が開始されることとなるが、厚

生労働省では、平成１７年１月から「へき地保健医療対策検討会」を開催し、これ

までのへき地保健医療対策における課題に加え、新たにへき地・離島の保健医療サ

ービスを支援する拠点となる病院における医師や産科、小児科等の特に確保が求め

られる診療科の医師の確保についても検討を行ってきた。この検討会では、今後の

へき地保健医療対策に係る具体的方策として、①代診医の派遣を増加する等のへき

地医療支援機構の強化、②情報通信技術（ＩＴ）を通じた診療上の意見照会や相談

体制の確立、③新たな医療計画制度で求められる医療機能の連携・ネットワーク等

の考え方を生かした実効性のある計画作り等、また、へき地・離島における医師確

保のための新たな方策として、①医師のキャリア形成におけるへき地・離島勤務の

評価などを通じたへき地医療を担う医師への動機付け、②大学医学部定員の地域を

指定した入学者選抜（地域枠）の拡大など地域における医師確保、③地域医療支援

病院の制度を活用するなど、へき地・離島を支援する医療機関への動機付け等、多

面的な支援方策について検討が行われ、平成１７年７月に「へき地保健医療対策検

討会報告書」が取りまとめられた。

また、平成１７年８月には厚生労働省、総務省及び文部科学省からなる「地域医

療に関する関係省庁連絡会議 において 医師確保総合対策 が取りまとめられ へ」 「 」 、「

き地保健医療対策検討会報告書」を踏まえたへき地医療支援機構の診療支援機能向

上等が盛り込まれた。

さらに、平成１７年１２月には政府・与党医療改革協議会において「医療制度改

革大綱」が策定され、へき地等における医師不足について、医師確保対策を総合的

に講じていくこととされ、同月８日には、社会保障審議会医療部会の「医療提供体

制に関する意見」が取りまとめられ、へき地医療の体制整備について取組を進める

こととされた。また、平成１８年２月に国会に提出された「良質な医療を提供する

体制の確立を図るための医療法等の一部を改正する法律案 （平成１８年閣法第３８」

号）において見直しが行われている新しい医療計画制度においては、へき地の医療

を主要事業の一つとして位置付け、住民の視点に立った計画の策定が行われること



とされているところである。

２ 今後の対策のあり方

厚生労働省では、昭和３１年度以降、へき地保健医療対策事業を実施することを

通じて、無医地区及び無医地区に準じる地区（以下「準無医地区」という ）の解消。

に努めてきた。これにより、無医地区等の解消等が継続的に図られてきている。

しかしながら、近年、無医地区等に限らず、その周辺地域における医師をはじめ

とした医療従事者の確保の必要性について指摘されており、無医地区等における医

療を支援するへき地医療拠点病院においても医師をはじめとした医療従事者の確保

の必要性が指摘されている。このような状況下においては、へき地の医療提供体制

についての検討だけではなく、へき地の周辺地域を中心とした医師をはじめとした

医療従事者の確保を必要とする地域への対応についても検討を行う必要があり、へ

き地の問題を解決するためにも、当該地域における医師確保の問題を解決する必要

性があると考えられる。

このため、従来から実施されている無医地区等に対するへき地保健医療対策のほ

か、へき地周辺部と考えられる過疎地域等の医師をはじめとした医療従事者の確保

を必要とする地域への対応策についても、都道府県において検討を行い、従来どお

りの無医地区等への対応としての「第１０次へき地保健医療計画」だけでなく、過

疎地域等の医師をはじめとした医療従事者の確保が必要な地域への対応として「医

師をはじめとした医療従事者の確保を必要とする地域への対応方針」を策定するも

のとする。



Ⅱ 第１０次へき地保健医療対策について

１ 第１０次へき地保健医療対策

（１）第９次へき地保健医療計画において推進してきた、へき地医療支援機構、へき

地医療拠点病院、へき地診療所等については、これらの体制整備を引き続き推進

するとともに、相互間の連携強化を図っていく。

（２）へき地医療支援機構については、各都道府県におけるへき地医療の確保のため

の調整機関としての役割を明確に位置付けるとともに、非常勤医師を配置するな

ど、その機能を強化し、医師の派遣調整等広域的なへき地医療支援体制を図る。

（３ （社）地域医療振興協会については、へき地医療支援機構の支援・調整団体とし）

ての役割を位置付けるとともに、情報通信手段によってへき地診療所等に勤務す

る医師の診療支援体制を構築するなど、へき地医療情報ネットワーク等を活用し

た全国的なへき地医療支援を行えるよう努める。

（４）診療マニュアルの作成・活用等によるへき地診療所等勤務医師への診療支援な

ど、へき地勤務の環境を改善していく。

（５）都道府県においては、各地域の実情を踏まえ、都道府県におけるへき地保健医

療計画を策定し、へき地保健医療対策の推進を図ることとする。

２ 都道府県におけるへき地保健医療計画の策定について

（１）計画の考え方

①対象地域

無医地区、準無医地区及びへき地診療所が設置されている等、へき地保健医

療対策が実施されている地域とする。

②計画策定の予定

平成１８年度に「第１０次へき地保健医療計画 （～平成２２年度）を策定す」

る。

平成２０年度までに、医療計画に反映させる。

（２）計画の策定

計画の策定にあたっては、以下の項目について記載することとし、併せて計画

に基づき別紙様式（１）及び（２）を作成するものとする。

①対象地区ごとの現況

ア 地区ごとの状況整理

無医地区及び準無医地区については、巡回診療の実施状況、住民の医療へ

のアクセスの現状等、地区ごとの状況を具体的に記載する。

イ 地区ごとの対応状況

計画を策定した後、経年的に対応した事項、地区の状況の変化について地

区ごとに整理し、定期的な公表を行う。

ウ 類型分類

対象地域については、今後の対策を検討していく上で、地区ごとのニーズ

以外に地区の地理的な特性ごとに解決すべき共通事項があると考えられるた



め、地区についての類型化を行い、今後、都道府県を越えた地域での検証を

行う必要があると考える。以下に示す類型を参考の上、地区のニーズを踏ま

えた整備についても検討する。

(ｱ)離 島

外洋航路やヘリコプターの利用等、島民の努力だけでは、医療機関にア

クセスできない状況下にある場合とそれ以外の場合について分類する。

・内海離島（沿海域）

本州、北海道、四国、九州又は病院の所在する島から小型船舶等で移

動できる程度の範囲の島とする。

・外海離島（沿海域以遠）

沿海域以遠の地域にある島とする。

(ｲ)陸 上

道路の整備状況により医療機関へのアクセスに時間を要する地域と、道

路の整備状況や気象条件により時間がかかる、又は住民の努力では医療機

関にアクセスできない場合について分類する。

・道路整備

近隣の病院からの距離は遠いが、道路が整備されている地域とする。

・交通不便

雪や雨により交通不便となる地域や道路の整備が十分でなく交通が不

便な地域とする。

(ｳ)その他

・広 域

、隣接する地区が広範囲にわたり無医地区又は準無医地区である場合や

へき地診療所がかなり広範囲の地区の対応をしている地域とする。

②対象地区への対応計画

対象地区の状況に応じて、都道府県内の医療資源を有効に活用しながら、都

道府県の実情にあわせて「医師を確保する方策 「医療を確保する方策 「診」、 」、

療を支援する方策」又は「へき地医療の普及・啓発」についての計画を策定す

る。

なお、策定にあたっては、第９次へき地保健医療計画に従い実施されている

へき地医療支援機構、へき地医療拠点病院等という都道府県の体制を基本とす

るが、住民、医療関係者等の参加を得た上で実施する協議会を活用するなどし

て、地域の実情に即した新たな体制を構築することも考えられる。

ア 協議会

へき地医療支援機構、へき地医療拠点病院、へき地診療所、関係市町村、

公立病院、公的医療機関、大学医学部、大学医学部附属病院、地域医療支援

病院、臨床研修病院、救命救急センター、国立病院機構病院、地域の医師会

及び地域住民の各代表者の参加を得た上で開催し、へき地保健医療対策につ

いて以下の検討を行う。

(ｱ)医師を確保する方策



(ｲ)医療を確保する方策

(ｳ)診療を支援する方策

(ｴ)へき地医療の普及・啓発

イ 策定事項

、 、以下の事項を策定するにあたっては 計画として策定する事項はもとより

計画を実行するまでの間の当面の対応として実施する事項についても記載す

ること。

(ｱ)医師を確保する方策

医師の確保については、協議会を通じた関係医療機関によるへき地診療

所若しくはへき地医療拠点病院への医師の確保支援、又は代診医若しくは

専門診療を含む巡回診療等の医師の確保の計画、へき地医療に従事する医

師を養成する仕組み、へき地医療への動機付けを行う仕組み等を具体的に

記載する。

なお、協議会を通じて確保された医師については、都道府県はへき地医

療支援機構を通じて医師の配置の調整を行う。

(ｲ)医療を確保する方策

無医地区に診療所を設置することやへき地医療拠点病院の強化を行うこ

とにより診療可能な体制を構築することについて記載するだけではなく、

常勤の医師が確保できない場合のヘリコプター等を活用した定期的な医療

チームの派遣等、医師を地区に配置するだけではなく交通機関等を活用し

たより広域的な診療体制の構築も含め、医療の提供体制を確保するための

方策を具体的に記載する。

(ｳ)診療を支援する方策

、 、へき地の診療を提供する体制について 住民ニーズのある診療科の設置

情報通信技術（ＩＴ）の具体的な活用方法等、医療の質を確保する方法や

代診医の確保等の医師の待遇を向上するための方法を具体的に記載する。

(ｴ)へき地医療の普及・啓発

医療従事者に限らず都道府県の住民に対しへき地医療について周知を図

るための方法を具体的に記載する。

ウ その他

(ｱ)へき地医療支援機構

第９次へき地保健医療計画において都道府県に設置されたへき地医療支

援機構については、へき地医療対策の実施にあたって、従来どおり、助言

や調整を行うものである。また、都道府県においては、その業務が円滑に

行われるように職員の配置等を行い、へき地医療対策の推進を図る。

（３）策定における留意事項

①役 割

へき地保健医療計画の策定にあたって、第９次へき地保健医療計画において

体制整備された関係機関の役割に加え、それ以外の関係者においてもへき地の



医療を支えるための役割を果たしていくことが重要であり、以下に示す役割を

勘案しながら計画の策定を行う。

ア 住民

協議会への参加

イ 医療関係者

協議会での検討結果に対する協力

医療提供体制の維持・充実への協力

ウ 市町村

関係する市町村が行う支援

エ 都道府県

協議会の運営

へき地保健医療対策の実施

・地域医療の確保の責務

・医療計画を通じた医療の確保

・無医地区、準無医地区の解消へ向けた計画の策定

・へき地医療を支える連携体制の構築

オ 国

へき地医療の方向性の提示

医療提供に関する制度の整備

・医療対策協議会

・医療計画

都道府県への支援

・へき地保健医療対策補助金

カ （社）地域医療振興協会

各へき地医療支援機構間の連携のサポート

へき地関連の支援

・医療従事者の求人募集

・へき地勤務者、支援者となる人材の発掘

・へき地医療従事者研修

・へき地医療の普及・啓発

・医師バンクの整備

キ へき地医療支援機構

へき地医療支援事業の企画調整

・協議会を通じて確保された医師の配置計画

・都道府県で策定したへき地に関する診療支援体制の実施

・へき地からの意見、情報等を集約し、都道府県、協議会への報告

ク へき地医療拠点病院

へき地医療支援機構のもとでのへき地診療所の支援

巡回診療

代診医の派遣



ケ へき地診療所

無医地区、準無医地区における地域住民への医療の提供

コ へき地保健指導所

無医地区、準無医地区での保健指導

サ 大学医学部附属病院、公的病院等の地域医療で一定の役割を果たすべき病

院

定期的な医療の提供

シ 医師会等の医療関係者団体

必要に応じて、へき地医療を支えるための協力

②搬送体制など

地域の状況にかんがみ、地域の類型に即した搬送体制、医療の提供に至るま

での必要な各要素を勘案しながら、住民のニーズの高いものを抽出する。

例）搬送体制

○内海離島（沿海域）

・搬送のための島内での船舶の確保

・自家用船で移動する場合の陸上での搬送体制

・ヘリコプターの着陸地点の指定

○外海離島（沿海域以遠）

・ヘリコプターの着陸地点の指定

○陸上

・道路整備・交通不便

夜間の搬送体制

地域ごとに夜間等に対応してくれる地域外の当番病院の指定

天候不良、気象条件による移動困難時における医療チームの定期的な

派遣

③具体的な対応方法の例示

へき地保健医療計画の策定においては、以下に示す方法について都道府県の

実情にあわせた検討を行い、実施する場合には、具体的に「医師を確保する方

策 「医療を確保する方策 「診療を支援する方策」及び「へき地医療の普及」、 」、

・啓発」について記載する。

ア 医師を確保する方策

(ｱ)協議会を通じた要請

協議会において、都道府県内の医療機関に計画に従った医師確保につい

て要請し確保する。

(ｲ)へき地の医療機関における臨床研修の推進

都道府県において、地域保健・医療研修をへき地の医療機関等で実施す

る臨床研修プログラムを作成し、又は作成を支援する等により、へき地の

医療機関における臨床研修を推進する。

(ｳ)都道府県内の大学医学部における地域を指定した入学者選抜（地域枠）の

確保



県内の大学医学部に地域を指定した入学者選抜（地域枠）を設定し、卒

後のへき地での勤務を求める。

(ｴ)都道府県出身者等に対する大学医学部修学資金等の貸与制度

都道府県の事業として、都道府県内の出身者を中心に、大学医学部の学

生に対する修学資金、入学予定者に対する入学金等を貸与し、返還減免の

条件として卒後の一定期間、へき地での勤務を求める。

(ｵ)希望医師増加策

大学医学部学生のへき地診療体験プログラム

医師確保が必要な都道府県が（社）地域医療振興協会と協同で作成す

る。

作成されたプログラムの情報は、全国の大学医学部へ周知し希望者を

募る。

(ｶ)医師のへき地医療短期体験コース

受講医師の希望に応じた日程で、都道府県は（社）地域医療振興協会、

へき地医療拠点病院やへき地診療所の協力を得て実施する。

(ｷ)医師バンク

へき地への勤務希望者のマッチングを実施する。

代診医についても積極的にマッチングを実施する。

(ｸ)労働者派遣事業

平成１８年４月１日から施行された「労働者派遣事業の適正な運営の確

保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律施行令の一部を改正す

」（ ） 、 「 」る政令 平成１８年政令第４７号 において 当該政令で定める へき地

にある病院等において医師が医師法（昭和２７年法律第２０１号）に規定

する医業を行う場合及び産前産後休業、育児休業又は介護休業中の医療関

係労働者（当該政令による改正後の「労働者派遣事業の適正な運営の確保

及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律施行令（昭和６１年政令

第９５号）第２条第１項各号に掲げる業務に従事する労働者をいう。以下

。） 、同じ の業務を代替する場合の労働者派遣が認められることとなったので

「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等

に関する法律施行令の一部を改正する政令の施行について （平成１８年３」

月３１日付け医政発第0331022号・職発第0331028号・老発第0331011号厚生

労働省医政局長・職業安定局長・老健局長連名通知）に基づき、その適切

な活用を図る。

イ 医療を確保する方策

(ｱ)へき地医療拠点病院を支える体制

協議会を通じて、医師確保はもとより、その他診療体制を支える体制と

して特定機能病院、地域医療支援病院、救命救急センター等との協力体制

を構築する。

(ｲ)へき地医療拠点病院の増加策

病院の診療を支える医師について、協議会を通じた恒常的な確保が行わ



れる支援体制を整備する。

(ｳ)巡回診療等の実施

プライマリーの診療が可能な医師を医師バンク等を通じて確保する。

(ｴ)電話相談システム

医師が確保できない地域において、住民が医療の必要があると考えた場

合に、電話等により常時対応が可能な医師による相談体制を確保する。

(ｵ)ドクターヘリ等ヘリコプターの活用

電話相談等において、医療が必要と判断した場合には、その症状に応じ

て、救命救急センター等から医師が確保できない地域へ医師を派遣するこ

とや患者を搬送すること等を実施する。

ウ 診療を支援する方策

(ｱ)情報システム

へき地保健医療情報システム

へき地医療拠点病院支援システム

へき地診療所診療支援システム

(ｲ)代診医の確保

へき地医療拠点病院からの派遣体制を確保するため、救命救急センター

等からの医師や開業医等と連携した派遣体制、退職医師等の活用方策を構

築する。

(ｳ)必要に応じた専門医療の提供体制

へき地医療拠点病院と専門的な病院の連携

・ブロードバンド等を活用した専門医への照会システム

脳卒中、がん、糖尿病、小児科等について、それぞれ専門的な病院

とへき地を結ぶ情報通信技術（ＩＴ）を用いた診断支援システムを構

築する。

(ｴ)搬送体制の確立

ドクターヘリ等ヘリコプターの活用

・へき地診療所のある地域（いわゆる患者搬送システム）

重症患者、診療所では対応できない患者について、医師が搭乗した

ヘリコプターにより搬送する体制を整備する。

＊ ヘリコプターについては、ドクターヘリに限るものではなく、

都道府県内で活用できる消防防災ヘリや海上保安庁、警察等のヘ

リコプターの活用ができる体制を整備する。なお、搭乗医師につ

いては、都道府県内の救命救急センター等の協力を検討する。

水上輸送

・自家用船の活用

、離島のうち小型船舶で病院のある港へ搬送ができる離島の場合には

島内で自家用として利用している船舶による搬送が行えるようコミュ

ニティー内での互助的な組織の構築を奨励する。

病院救急車



市町村合併等により、広域を担当する消防署からの救急車の派遣より

も病院からの救急車の搬送が効果的な場合には、病院救急車の活用が可

能な体制とする。

(ｵ)専門巡回診療の充実

専門医療の定期的な提供

小児科、産科、耳鼻科、眼科、整形外科等を有する病院や医師バンク

を活用する。

(ｶ)医師バンクの活用

退職医師、女性医師等の活用を図るため、代診医としての活用を中心と

して次のような方法を検討する。

・代診医として、期間限定で派遣する医師として活用

・定期的な巡回診療において派遣される医師として活用

・定期的な専門診療を提供する医師として活用

・ヘリコプター等の搬送時に添乗する医師として活用（研修が必要）

(ｷ)保健所医師の活用

保健所医師が巡回診療に参画する体制

エ へき地医療の普及・啓発

(ｱ)ＰＲ

都市部に対しては、各都道府県においてモデル的な医療を行っている事

業を２か所程度推薦し 「へき地を含む地域の医療を充実させるための取組、

１００選 （別紙様式３参照）として（社）地域医療振興協会等を通じて公」

開する。また、選定された事業については、医療関係者や医学者向けの体

験プログラム等を作成し、関心のある医療従事者にＰＲする。

(ｲ)体験プログラム

医療従事者に対しへき地診療の体験プログラムを実施する。短期間の対

応もする。



Ⅲ 医師をはじめとした医療従事者の確保を必要とする地域への対応方針

小児科・産科医師確保が困難な地域については 「小児科・産科における医療資源の、

集約化・重点化の推進について （平成１７年１２月２２日付け医政発第 号・」 1222007

雇児発第 号・総財計第 号・１７文科高第 号厚生労働省医政局長・雇1222007 422 642

用均等･児童家庭局長・総務省自治財政局長・文部科学省高等教育局長連名通知）にお

いて、平成１８年度末を目途に、都道府県ごとの医療資源の集約化・重点化について

の必要性の検討、具体策の取りまとめをお願いしているところであるが、このたび、

過疎地域等、医師をはじめとした医療従事者の確保を必要とする地域についても、初

期救急及び入院対応が必要となる救急医療を２４時間３６５日確保できる体制を構築

する等、当該地域における医療の確保を図るための対応方針の策定をお願いするもの

である。

１ 対応策の考え方

①対象地域

ア 離島振興法（昭和２８年法律第７２号）第２条第１項の規定により離島振興

対策実施地域として指定された「離島の区域 、辺地に係る公共的施設の総合整」

備のための財政上の特別措置等に関する法律（昭和３７年法律第８８号）第２

条第１項に規定する「辺地 、山村振興法（昭和４０年法律第６４号）第７条第」

１項の規定により指定された「振興山村の地域 、過疎地域自立促進特別措置法」

（ ） 「 」 、平成１２年法律第１５号 第２条第１項に規定する 過疎地域 については

全ての対象地域について都道府県知事が「医師をはじめとした医療従事者の確

保を必要とする地域」として医療対策協議会で検討し、その必要性を認めた地

域

イ その他の地域については、都道府県知事が医療対策協議会の意見を聴き 「医、

師をはじめとした医療従事者の確保を必要とする地域」として特に医療の確保

が必要と認める地域

②計画策定の予定

平成１８年度中に都道府県内の対象地域の有無の検討

対応策を決定し、平成２０年度までに医療計画に反映

２ 対応策

①医療対策協議会の活用

関係市町村、公立病院、公的医療機関、大学医学部、大学医学部附属病院、地

域医療支援病院、臨床研修病院、救命救急センター、国立病院機構病院、へき地

、 。医療拠点病院 地域の医師会及び地域住民の各代表者の参加を得た上で開催する

医療対策協議会において対象地域の検討を行い、具体的な対応策として「医師

をはじめとした医療従事者の確保を必要とする地域への対応方針」を策定する。

②対象地域

ア 選 定



対象地域として選定された地域については、対策の必要性について検討し、

その適用を決定する。

都道府県において必要と考える地域については、協議会において対策の必要

性の有無を検討し、対策が必要であると指摘された地域については、地域を選

定した上で検討し、その適用を都道府県において決定する。

イ 地域の状況の把握

検討にあたっては地域の状況を把握し、具体的に病院の設置状況、医師の配

置状況、診療科の状況、医師の勤務状況、住民のアクセス等を把握する。

把握された状況については 「医師をはじめとした医療従事者の確保を必要と、

する地域への対応方針」に記載する。

③医師をはじめとした医療従事者の確保を必要とする地域への対応方針

医師をはじめとした医療従事者の確保を必要とする地域への対応方針について

は 「医療を提供する方策 「診療を支援する方策」を記載することとし、都道、 」、

府県内での体制を構築する。

ア 医療を提供する方策

(ｱ)考え方

医師をはじめとした医療従事者の確保を必要とする地域においては、少な

くとも、救急対応が２４時間３６５日確保されるようにする必要がある。こ

こでいう救急対応は少なくとも初期の救急医療及び入院対応が必要となる救

急医療について確保を図るものである。

実施にあたっては、公立病院の集約化・重点化も念頭に置き、地域の医療

機関の状況に応じて実施する。

(ｲ)地域の連携体制

対象となった地域における医療機関の配置状況を考慮し、地域ごと又は複

数の地域ごとに、住民が医療に十分アクセスできる地理的な条件を勘案して

地域の医療連携体制を構築する。

構築にあたっては、２４時間３６５日、住民が医療にアクセスできる体制

を整備するものとし、特に夜間・休日における体制について地域内で連携を

して、地域の診療所を含めた当番制の診療体制を構築する。

(ｳ)専門的な医療

住民が地域においてアクセスした医療機関において、小児科、産科、耳鼻

科、眼科、整形外科等での専門的な医療が必要と判断された場合には、地域

内において対応できる医療機関や都道府県内で対応できる医療機関へ速やか

に紹介又は搬送できる医療連携体制を整備する。

(ｴ)高度な医療

、 、住民が地域においてアクセスした医療機関において 対応が難しい重症例

高度で専門的な医療が必要な症例があった場合に対しては、都道府県内の適

切な医療機関へドクターヘリ等のヘリコプター等も活用しつつ迅速に搬送す

る等の医療連携体制を整備する。

(ｵ)医師の確保



地域の医療連携体制において、２４時間３６５日対応する医療機関がその

医療の提供を確保するために必要な医師の確保が困難である場合には、都道

府県が医療対策協議会を通じて当該地域での医師を確保する。

(ｶ)労働者派遣事業

平成１８年４月１日から施行された「労働者派遣事業の適正な運営の確保

及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律施行令の一部を改正する政

令」において、当該政令で定める「へき地」にある病院等において医師が医

師法に規定する医業を行う場合及び産前産後休業、育児休業又は介護休業中

の医療関係労働者の業務を代替する場合の労働者派遣が認められることとな

ったので 「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の、

」 、整備等に関する法律施行令の一部を改正する政令の施行について に基づき

その適切な活用を図る。

イ 診療を支援する方策

(ｱ)地域の連携

初期救急体制としての夜間・休日対応を行う場合には、地域の診療所を含

めた活用を行い地域の体制整備を図る。

(ｲ)専門的な医療

地域において、住民のニーズが高い専門的な医療の確保については、大学

附属病院、小児病院、循環器センター、がんセンター、リハビリテーション

センター等の専門的な医療を提供する医療機関の協力のもと、定期的な専門

外来を地域で実施する等の体制を整備する。

(ｳ)救命救急医療

都道府県内で整備されている救命救急センターについては、都道府県は医

療対策協議会等を活用して、都道府県内の医療機関との連携を通じて適切な

救急医療の医療連携体制を支えていくための一定の役割を担うようにする。

(ｴ)情報通信技術（ＩＴ）等の活用

地域の病院に携わる医師を支援するため、専門的な医療を提供できる医療

機関と地域で２４時間３６５日医療を提供している医療機関との間でブロー

ドバンド等を活用した診療の支援を行える体制を考える。


